１．認定団体の認定要件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙１）
	新規定（平成28年４月１日より）
	現　行

	◎営利を目的とする団体以外の団体

ただし

営利を目的とする団体以外の団体であっても、営利企業の関連団体等、他の営利団体等に直接利益をもたらす又は広告宣伝に利用されるなどの虞があるときは営利を目的とする団体とみなす
	◎民間の企業又は団体

	※上記団体で次の要件を満たす必要あり
	※上記団体で次の要件を満たす必要あり

	①代表者、事務所等の定めがあること
	①代表者、事務所等の定めがあること

	②定款、会則又は規則等があること
	②会則等があること

	③会則等において、研修を行うなどの税理士の資質の向上につながる諸施策を実施する旨の規定があること
	③構成員である税理士が10名以上であること

	④申請日前１年以内に２回以上、本会の認定研修の開催実績があること
	

	　⑤申請日において本会の税理士会員50人以上が団体の構成員であること

又は

申請日前１年以内に実施した本会の認定研修において、本会の税理士会員20人以上の出席実績が３回以上あること
	

	⑥会員名簿が作成されていること
	


１）上記の新規定（平成28年４月１日より）の要件を勘案のうえ、本会の認定を受けようとするときは認定団体申請書（第２号様式）に必要書類を添えて提出してください。
２）現在、当会が認定している団体においても、上記要件を勘案のうえ、改めて申請していただく必要があります。
２．認定研修の認定要件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙２）
	新規定（平成28年４月１日より）
	現　行

	（１）研修科目
	（１）研修科目

	①税理士法その他職業倫理に関するもの
②租税法及び会計に関するもの
③公益的業務に関するもの
④情報処理に関するもの
⑤法律、経済、経営その他税理士の業務の改善進歩及び資質の向上に役立つと認められるもの
	税法、税理士法（裁判所において補佐人となる制度に関するものを含む。）、会計学（監査論を含む。）、経済学、経営学、財政学、商法・会社法、民法（損害賠償に関するものを含む。）、民事訴訟法、行政法、行政手続法、その他税理士の業務に関わるもの

	（２）本会が研修を認定することにより民間団体等の事業に直接利益をもたらす虞がないこと
	

	（３）対象者
	（２）対象者

	特定の税理士会員に限らず本会の税理士会員を広く対象とし、一般納税者や経理担当者を主な受講対象とする研修は除外すること
	特定の会員のみを対象とせず、本会の税理士会員を広く対象とすること

	（４）研修実施会場
	

	受講しようとする会場が原則として本会の区域内に所在すること
	

	（５）受講予定税理士会員数
	

	受講する本会の税理士会員の数が概ね20人以上見込まれること
	

	（６）周知方法
	（３）周知方法

	①周知の時期及び方法等が適当であること

②民間団体等の会員募集等の広告宣伝とみなされるようなものは掲載しないこと


	周知の時期及び方法等が適当であること

	（７）税理士会員の負担額
	（４）受講料

	①税理士会員の負担額の記載があること

②負担額は、民間団体等の会員と非会員との差が３倍以内を目安とすること

③負担額は１時間当たり５,０００円（税抜）、１日６時間当たり
３０,０００円（税抜）（いずれも資料代、食事代を含む。講師の著書等を資料とするときは除く。）以内であること
	税理士会員の負担額の記載があること

	（８）講師
	

	原則として、士業団体に所属する者のほか、大学教授、准教授、助教及び講師並びに税務官公署の職員など
	

	（９）事前申請
	（５）事前申請

	上記（１）～（８）の要件を全てクリアしている場合は、研修開催月の前々月の15日までに「認定研修申請書」（第１号様式）等を提出（※認定団体の事前申請は不要ですが、研修開催日の１月前までに「認定研修届出書」（第３号様式）等を提出する必要があります）
	上記（１）～（４）の要件を全てクリアしている場合は、研修開催日の６週間前までに「認定研修の申請書」（様式第３号）を提出

	（10）研修実施後の届出（以下の書類を速やかに提出）
	（６）研修実施後の届出（以下の書類を速やかに提出）

	①ＣＳＶ形式による「出席者名簿」（第４号様式）、②研修テキスト
	①「研修会実施報告書」、②参加者名簿、③研修資料


１）上記の新規定（平成28年４月１日より）の要件を勘案のうえ、本会の認定を受けようとするときは、認定研修申請書（第１号様式）等を提出してください。（認定団体の事前申請は不要ですが、認定研修届出書（第３号様式）等を提出してください。）
２）上記の新規定の要件をクリアできず、本会の認定を受けられない研修を実施した場合でも、一定に要件に該当すれば、税理士会員の受講時間として、１８時間までカウントできる取扱いがあります。詳細は「別紙３」をご参照ください。

３．その他の研修の取扱い（認定研修以外の研修）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙３）

（１）民間団体等において、本会の認定を受けていない研修を実施した場合でも、下記の規定により一定に要件に該当すれば、税理士会員の受講時間として、１８時間までカウントできる取扱いがあります。


　【研修細則】

（研修の種類）
第２条　規則第３条第１項に規定する本会が実施する研修は、次の各号に掲げるものとする。
(7) 前各号のほか、本会が必要と認めた研修（以下「その他の研修」という。）
（その他の研修の範囲）
第５条　第２条第１項第７号に規定するその他の研修とは、税理士会員から申請があった研修で、次の各号に掲げるものとする。
(1) 大学等及び民間団体が実施する研修で、前条第１項第１号及び第２号の認定を受けていないもの
（受講時間算入の制限）
第７条　第２条第１項第７号及び前条第２項に規定する研修について、税理士会員が認定を受けることができる受講時間は、それらの受講時間を合わせて、一事業年度につき18時間を限度とする。
　【研修細則実施要領】

（本会が必要と認めた研修〈細則第２条第１項第７号、同第５条〉）
第７条　細則第４条第１項第１号及び同第５条第１号に規定する大学等及び民間団体が実施する研修は、職業専門家として相

応しい研修精度を保つため、一般納税者や経理担当者を主な受講対象者とする研修は除くこととする。
（受講時間の認定要件〈細則第５条、同第６条第１項第２号及び第２項〉）
第30条　細則第５条並びに第６条第１項第２号及び第２項の認定要件は、それぞれに規定する範囲とするほか、受講時間認定申
　請書（その他の研修）により次の項目を審査する。
(1) 研修の科目　　研修の科目は、規則第４条に規定する研修の科目であることとし、税理士の業務の改善進歩及び税理士の資質の向上に役立つものとして認められること。
（２）民間団体等が、上記の規定により税理士会員を対象とした研修（規則第４条各号の研修科目の研修に限る）を実施した場合にお
いて、当該研修時間を税理士会員の受講時間として認定を受けようとするときは、研修実施後に、その出席者名簿を当該団体等が
取りまとめ、研修案内（チラシ等）を添付のうえ当会へ提出してください。
当会では、研修内容等を審査のうえ、特に問題がなければ18時間を限度に受講時間として認定いたします。
なお、同研修の受講時間の認定については、原則として税理士会員からの個別の申請が必要となりますが、民間団体等から、
出席者名簿等の提出があった場合には、税理士会員からの個別申請とみなす（個別申請は不要）ことといたしますので、その旨、
研修会開催時等に税理士会員へ周知していただきますようお願いいたします。
４．今後の申請手続きについて（貴団体の申請手続きについて）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙４）

平成28年度分からの認定研修等の申請手続きについては、以下のいずれかの方法より行っていただくことになります。

なお、現在、当会が認定している認定団体のうち、新規定による認定団体の要件を満たす団体は見受けられません。

当会において、現在の貴団体の団体要件及び認定研修の申請状況等を確認しましたところ、貴団体としては、パターン eq \o\ac(○,Ｂ)
により申請等を行っていただくことが適当かと思われますので、ご検討の上、所要の手続きを進められるようお願いいたします。
パターン eq \o\ac(○,Ａ)　認定団体の認定を受け、認定研修を実施する
①認定団体の要件をクリアできるよう、現在の団体要件を改めるか、若しくは新たな団体を設立する。

　　　　　↓

②当会へ認定団体申請書（第２号様式）等を提出し、認定団体の認定を得る。

　　　　　↓

③認定研修を実施するときは、認定研修届出書（第３号様式）を提出する。

　　　　　↓
④研修実施後、出席者名簿（第４号様式）等を提出する。（上限なく受講時間に算入できる）
パターン eq \o\ac(○,Ｂ)　未認定団体として、認定研修の認定を受け、認定研修を実施する
①認定団体の要件はクリアできないが、認定研修の要件はクリアできる。

　　　　　↓

②今までどおり、あらかじめ認定研修申請書（第１号様式）等をその都度提出し、認定を得る。

　　　　　↓

③研修実施後、出席者名簿（第４号様式）等を提出する。（上限なく受講時間に算入できる）

パターン eq \o\ac(○,Ｃ)　未認定団体として、未認定研修を実施し、その他の研修として申請し、受講時間の認定を受ける
①認定団体及び認定研修のどちらの要件もクリアできない。

　　　　　↓

②研修実施後（研修の科目要件等を満たしたものに限る）、当会へ出席者名簿等を提出し（税理士会員の個別申請は不要）、その他の研修として、受講時間の認定を得る。（18時間を上限に受講時間に算入できる）
４．今後の申請等手続きについて（貴団体の申請等手続きについて）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙４）

平成28年度分からの認定研修を申請等する場合は、以下のいずれかの方法より行っていただくことになります。

なお、現在、当会が認定している認定団体のうち、新規定による認定団体の要件を満たす団体は見受けられません。

当会において、現在の貴団体の団体要件及び認定研修の申請状況等を確認しましたところ、貴団体としては、パターン eq \o\ac(○,Ｃ)
により申請等を行っていただくことが適当かと思われますので、ご検討の上、所要の手続きを進められるようお願いいたします。
パターン eq \o\ac(○,Ａ)　認定団体の認定を受け、認定研修を実施する
①認定団体の要件をクリアできるよう、現在の団体要件を改めるか、若しくは新たな団体を設立する。

　　　　　↓

②当会へ認定団体申請書（第２号様式）等を提出し、認定団体の認定を得る。

　　　　　↓

③認定研修を実施するときは、認定研修届出書（第３号様式）を提出する。

　　　　　↓
④研修実施後、出席者名簿（第４号様式）等を提出する。（上限なく受講時間に算入できる）
パターン eq \o\ac(○,Ｂ)　未認定団体として、認定研修の認定を受け、認定研修を実施する
①認定団体の要件はクリアできないが、認定研修の要件はクリアできる。

　　　　　↓

②今までどおり、あらかじめ認定研修申請書（第１号様式）等をその都度提出し、認定を得る。

　　　　　↓

③研修実施後、出席者名簿（第４号様式）等を提出する。（上限なく受講時間に算入できる）

パターン eq \o\ac(○,Ｃ)　未認定団体として、未認定研修を実施し、その他の研修として申請し、受講時間の認定を受ける
①認定団体及び認定研修のどちらの要件もクリアできない。

　　　　　↓

②研修実施後（研修の科目要件等を満たしたものに限る）、当会へ出席者名簿等を提出し（税理士会員の個別申請は不要）、その他の研修として、受講時間の認定を得る。（18時間を上限に受講時間に算入できる）
４．今後の申請等手続きについて（貴団体の申請等手続きについて）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙４）

平成28年度分からの認定研修を申請等する場合は、以下のいずれかの方法より行っていただくことになります。

なお、現在、当会が認定している認定団体のうち、新規定による認定団体の要件を満たす団体は見受けられません。

当会において、現在の貴団体の団体要件及び認定研修の申請状況等を確認しましたところ、貴団体としては、パターン eq \o\ac(○,Ｂ)又は
パターン eq \o\ac(○,Ｃ)により申請等を行っていただくことが適当かと思われますので、ご検討の上、所要の手続きを進められるようお願いいたします。

パターン eq \o\ac(○,Ａ)　認定団体の認定を受け、認定研修を実施する
①認定団体の要件をクリアできるよう、現在の団体要件を改めるか、若しくは新たな団体を設立する。

　　　　　↓

②当会へ認定団体申請書（第２号様式）等を提出し、認定団体の認定を得る。

　　　　　↓

③認定研修を実施するときは、認定研修届出書（第３号様式）を提出する。

　　　　　↓
④研修実施後、出席者名簿（第４号様式）等を提出する。（上限なく受講時間に算入できる）
パターン eq \o\ac(○,Ｂ)　未認定団体として、認定研修の認定を受け、認定研修を実施する
①認定団体の要件はクリアできないが、認定研修の要件はクリアできる。

　　　　　↓

②今までどおり、あらかじめ認定研修申請書（第１号様式）等をその都度提出し、認定を得る。

　　　　　↓

③研修実施後、出席者名簿（第４号様式）等を提出する。（上限なく受講時間に算入できる）

パターン eq \o\ac(○,Ｃ)　未認定団体として、未認定研修を実施し、その他の研修として申請し、受講時間の認定を受ける
①認定団体及び認定研修のどちらの要件もクリアできない。

　　　　　↓

②研修実施後（研修の科目要件等を満たしたものに限る）、当会へ出席者名簿等を提出し（税理士会員の個別申請は不要）、その他の研修として、受講時間の認定を得る。（18時間を上限に受講時間に算入できる）
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